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１．景気判断は 7 地域で下方修正 

1 月 16 日の日銀支店長会議を受けて「地域経済報告（さくらレポート）」が公表された。地域ご

との景気判断については、「海外経済の減速による影響」などを背景として、7地域で下方修正とな

った。一方、東北、四国では前回から横ばいとなった。 

ただし、景気判断が下方修正された地域の報告内容を見ると、「持ち直しの動きを続けているが、

そのテンポは緩やかになっている 」（東海）、「全体としては持ち直しの動きが続いているものの、

一部でそのペースが緩やかになっている 」（北陸）となっており、これらの地域においても景気の

持ち直しの動き自体は続いていることが示されている。 
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景気判断
足もと、震災に伴う一連の影
響から下押し圧力がみられる

震災に伴う下押し圧力が残存
しているものの、一部に持ち
直しの動きがみられている

一部に厳しさがみられるもの
の、全体としては持ち直してき
ている

持ち直しの動きが一服し、横
ばい圏内で推移している

判断の変化

景気判断

これまで持ち直しの動きを続
けてきたが、震災により、太平
洋側を中心としたきわめて広
範な地域が被災し、社会イン
フラ、生産、営業用設備の毀
損が生じたことから、経済的
にも甚大な被害が生じている

震災により大幅に悪化した
が、社会インフラや生産・営業
用設備の復旧が進捗してお
り、地域差はあるものの、経
済活動面の正常化に向けた
動きが着実に広がっている

震災関連特需による押し上げ
効果もあって、被災地以外の
地域では震災前を上回る水
準にまで復してきているほ
か、被災地の一部でも経済活
動再開の動きがみられるな
ど、全体として回復している

震災関連特需による押し上げ
効果もあって、被災地以外の
地域では震災前を上回る水
準にまで復してきているほ
か、被災地の一部でも経済活
動再開の動きがみられるな
ど、全体として回復している

判断の変化

景気判断

震災の影響の広がりから、こ
のところ停滞感がみられてお
り、企業の業況感や家計のマ
インドが慎重化している

一部に厳しさもみられるが、
全体としては持ち直してきて
いる

一部に厳しさもみられるが、
全体としては持ち直しの動き
が続いている

全体としては持ち直しの動き
が続いているものの、一部で
そのペースが緩やかになって
いる

判断の変化

景気判断
震災の影響に伴う生産活動の大幅
な低下等から厳しい状況にある

厳しい状況が続いているが、供給面
の制約が和らぎ、家計や企業のマイ
ンドも改善しつつあるもとで、地域
間、業種間のばらつきを伴いつつも、
持ち直しの動きがみられている

地域間、業種間のばらつきを伴いつ
つも、着実に持ち直してきている

海外経済の減速や円高の影響等か
ら、持ち直しの動きに一服感がみら
れている

判断の変化

景気判断
持ち直しつつあったが、足もと
では悪化しているとみられる

なお厳しい状況にあるが、持
ち直しつつあるとみられる

持ち直している
持ち直しの動きを続けている
が、そのテンポは緩やかに
なっている

判断の変化

景気判断

緩やかな回復基調にあり、昨
秋からの足踏み状態を脱しつ
つあったが、足もとでは震災
の影響が生産面などにみられ
始めている

緩やかな回復基調にあるが、
震災の影響が生産面などに
みられている

緩やかな回復基調にあるが、
海外経済減速などの影響が
一部にみられ始めている

足踏み状態となっている

判断の変化

景気判断

震災の影響を受けて、生産活
動の制約や個人消費関連の
自粛ムードの広がりなどか
ら、停滞色がみられ始めてい

震災による生産活動への下
押し圧力が薄れてきているこ
となどから、持ち直してきてい
る

震災による供給面の制約が
解消する中で、持ち直してい
る

持ち直しの動きが一服してい
る

判断の変化

景気判断

持ち直し基調にある。なお、先
行きにかけては、今回の震災
によって、生産活動のほか企
業や家計のマインド等が短期
的には下押しされる可能性が

持ち直し基調にある。この間、
震災後にみられた下押し圧力
は和らいでいる

一部に弱めの動きがみられる
ものの、全体としては持ち直し
基調にある

生産面で弱い動きがみられる
ものの、全体としては持ち直し
基調にある

判断の変化

景気判断

緩やかに回復してきたもの
の、足もとでは震災による供
給面の制約等の影響がみら
れている

震災の影響による下押し圧力
が弱まってきており、震災直
後に比べ持ち直しつつある

個人消費や生産の一部で弱
めの動きがみられるものの、
全体としては、持ち直しの動
きを続けている

海外経済の減速等の影響が
生産面で広がってきており、
持ち直しの動きが鈍化してい
る

判断の変化

（資料）日本銀行「さくらレポート」より作成
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２．業況判断は全 9 地域で改善も、先行きは全地域で悪化  

「地域経済報告（さくらレポート）」の中で同時に公表された 11 年 12 月短観の地域ごとの業況

判断 DI（全規模・全産業、以下業況判断 DI）を見ると、全 9 地域で前回調査（11 年 9 月）から改

善した。大企業製造業で DI が悪化したものの、中小企業製造業や非製造業で DI の改善が見られ

たことが影響している。ただし、東北（7 ポイント）を除く 8 地域の改善幅は小幅なものにとどま

った。 

 

東北を除く 8 地域で業況判断 DI の改善幅が限定的なものに留まった要因としては、震災による

落ち込みからのリバウンド局面が既に一巡したことに加えて、夏場頃からの海外経済の減速、円高

の進展を受けて輸出や生産の回復ペース

が鈍化するなど、持ち直しの動きに一服感

が見られていることが挙げられる。 

一方、被災地である東北は、震災関連復

旧工事を中心に公共投資が増加している

こと、及び震災復興特需などの影響から、

その他の地域に比べて業況判断 DI の改善

幅が大きなものとなり、DI の水準が全国

で唯一プラスに転じている。 

 

 

 
（1）業況判断ＤＩ（全産業）

北海道 東北 北陸
関東

甲信越
東海 近畿 中国 四国

九州
沖縄

全国
（参考）

2010年12月 ▲ 18 ▲ 13 ▲ 14 ▲ 9 ▲ 10 ▲ 12 ▲ 8 ▲ 19 ▲ 8 ▲ 11
2011年3月 ▲ 18 ▲ 15 ▲ 9 ▲ 7 ▲ 7 ▲ 7 ▲ 7 ▲ 14 ▲ 5 ▲ 9

6月 ▲ 24 ▲ 21 ▲ 13 ▲ 18 ▲ 27 ▲ 15 ▲ 15 ▲ 19 ▲ 13 ▲ 18
9月 ▲ 16 ▲ 4 ▲ 7 ▲ 9 ▲ 7 ▲ 10 ▲ 9 ▲ 16 ▲ 9 ▲ 9

12月 ▲ 13 3 ▲ 5 ▲ 7 ▲ 5 ▲ 9 ▲ 8 ▲ 12 ▲ 8 ▲ 7
2012年3月 ▲ 20 ▲ 7 ▲ 14 ▲ 12 ▲ 10 ▲ 16 ▲ 15 ▲ 16 ▲ 12 ▲ 13

（資料）日本銀行各支店公表資料より作成
（注）12年3月は、11年12月時点における先行きの数値

（「良い」－「悪い」・％ポイント）

 
 

３．地域ごとの景況感格差は製造業、非製造業ともに前回調査からやや拡大 

製造・非製造業別に地域ごとの業況判断 DI をみると、製造業は北陸、東北など 4 地域で前回調

査から改善する一方、九州・沖縄、関東・甲信越などの 5 地域では悪化した。改善幅では、北陸（＋

9 ポイント）、東北（＋5 ポイント）の改善幅が大きくなった。北陸では、鉄鋼（2011 年 9 月：０

→12 月：20）、非鉄金属（2011 年 9 月：17→12 月：33）などで大幅改善が見られたことが DI の

改善に寄与している。また、被災地である東北では、復興需要の顕在化を受けて窯業・土石（2011

年 9 月：▲22→12 月：22）などで大幅改善が見られたことが DI の改善に寄与している。 

 

 

地域別の業況判断DI
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短観における地域別業況判断 
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（2）業況判断ＤＩ（製造業）

北海道 東北 北陸
関東

甲信越
東海 近畿 中国 四国

九州
沖縄

全国
（参考）

2010年12月 ▲ 9 ▲ 2 ▲ 10 ▲ 2 ▲ 4 ▲ 5 ▲ 1 ▲ 15 ▲ 3 ▲ 4
2011年3月 ▲ 13 ▲ 8 ▲ 2 ▲ 3 ▲ 2 ▲ 1 0 ▲ 11 ▲ 2 ▲ 4

6月 ▲ 8 ▲ 19 ▲ 11 ▲ 15 ▲ 29 ▲ 11 ▲ 10 ▲ 15 ▲ 8 ▲ 15
9月 ▲ 4 ▲ 4 ▲ 5 ▲ 6 1 ▲ 7 ▲ 2 ▲ 12 ▲ 3 ▲ 5

12月 ▲ 2 1 4 ▲ 9 ▲ 1 ▲ 8 ▲ 3 ▲ 8 ▲ 8 ▲ 5
2012年3月 ▲ 10 ▲ 10 ▲ 7 ▲ 12 ▲ 6 ▲ 16 ▲ 13 ▲ 14 ▲ 11 ▲ 12

（資料）日本銀行各支店公表資料より作成
（注）12年3月は、11年12月時点における先行きの数値

（「良い」－「悪い」・％ポイント）

 
 

一方、非製造業の業況判断 DI は北陸を除く 8 地域で改善し、改善幅では東北（＋9 ポイント）、

東海（＋6 ポイント）の改善が顕著となった。東北地方の業種別業況判断 DI を見ると、建設業（2011

年 9 月：7→12 月：11）、卸売（2011 年 9 月：▲5→12 月：11）などで DI の改善が続いているこ

とに加え、鉱業・採石業・砂利採取業などでも DI が大きく改善している。 

 
（3）業況判断ＤＩ（非製造業）

北海道 東北 北陸
関東

甲信越
東海 近畿 中国 四国

九州
沖縄

全国
（参考）

2010年12月 ▲ 21 ▲ 20 ▲ 17 ▲ 13 ▲ 18 ▲ 19 ▲ 14 ▲ 20 ▲ 11 ▲ 15
2011年3月 ▲ 20 ▲ 19 ▲ 14 ▲ 9 ▲ 12 ▲ 12 ▲ 13 ▲ 16 ▲ 7 ▲ 11

6月 ▲ 30 ▲ 22 ▲ 15 ▲ 19 ▲ 27 ▲ 19 ▲ 18 ▲ 22 ▲ 17 ▲ 20
9月 ▲ 20 ▲ 4 ▲ 8 ▲ 11 ▲ 16 ▲ 12 ▲ 15 ▲ 19 ▲ 12 ▲ 12

12月 ▲ 17 5 ▲ 11 ▲ 6 ▲ 10 ▲ 9 ▲ 13 ▲ 14 ▲ 8 ▲ 7
2012年3月 ▲ 24 ▲ 4 ▲ 19 ▲ 12 ▲ 14 ▲ 15 ▲ 17 ▲ 17 ▲ 13 ▲ 14

（資料）日本銀行各支店公表資料より作成
（注）12年3月は、11年12月時点における先行きの数値

（「良い」－「悪い」・％ポイント）

 
 

この結果、地域ごとの景況感格差は、製造

業、非製造業ともに前回調査からやや拡大し

た。また、とりわけ製造業に比べ非製造業で

景況感格差が広がっていることが窺える。 

ただし、先行きにかけては、海外経済の減

速による影響などを背景として、製造業、非

製造業ともに業況判断DIの悪化が予想されて

おり、製造業、非製造業ともに地域の景況感

格差は縮小することが見込まれる。 

 

 

 

 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情

報提供が目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 
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短観における地域別業況判断 

業況判断DI（地域別）の標準偏差の推移
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